
 

 

③安心安全，快適，健やかで，環境にやさしいまちづくりの推進 

２８ 空き家や所有者不明不動産の活用に向けた実効性ある対策及び 
   地籍調査の円滑な実施による，安心安全で活力ある地域づくりの推進 
 空き家の活用・適正な管理と地籍調査事業を促進させるため，次のとおり求めます。 

 

提案・要望事項 

  総合的な空き家対策  

 ⑴ 「空家等対策の推進に関する特別措置法」の対象拡大 

 ⑵ 空き家の活用を促進するための，固定資産税における住宅用地特例を 
   適用除外とする基準の明確化 

 ⑶ 住宅ストックが量的に充足されている現状を踏まえた，新築住宅に対する 
   固定資産税等の減税措置の見直し 

  所有者不明不動産の活用促進と円滑な地籍調査  

 ⑷ 空き家など所有者不明不動産の活用促進のための市町村への財産管理人 
   選任申立権の付与等 

 ⑸ 所有者不明森林の課題解消に向けた，森林経営管理法※の運用の実効性確保 
   ～所有者の探索方法の簡易化等～ 

 ⑹ 所有者不明不動産の抜本的な発生防止対策としての，不動産名義変更手続の 
   義務化及び罰則の制定 
 ⑺ 密集市街地における円滑な地籍調査に向けた積算基準の見直し 

（総務省，法務省，林野庁，国土交通省） 
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City of Kyoto 

○ 所有者不明空き家の活用・除却の促進には，財産管理人制度の活
用が有効であるが，市町村は，対象の空き家に関して債権を有す
るなど利害関係人として認められなければ，財産管理人の選任の申
立てができない（「所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別
措置法」が成立すれば※，所有者不明の「土地」については財産管
理人の選任の申立てが可能となる予定） 

○ 所有者不明の特定空家等は，再建築できない敷地に存するといっ
た理由から不動産の評価額が低い場合もあり，財産管理人の申立
てに必要な予納金について，空き家・敷地の売却代金から回収す
ることを見込めない 

所有者不明の空き家について， 
○ 市町村を財産管理人選任の申立てが可能な利害関係人として明確に
位置づけることが必要！ 

○ 財産管理人の申立人の費用負担を軽減する財政支援制度の創設が
必要！ 

○ 住宅用地特例の適用除外の判断基準として，例えば居住実態が
ない期間を具体的に示すなど，空き家の流通・活用を促進する
ための統一的な基準を国において明確にすべき！ 

○ 固定資産税等における新築住宅に係る税額の特例措置の 
  見直しが必要！ 

 

所有者不明不動産の活用促進のための市町村へ
の財産管理人選任申立権の付与等 

「空家等対策の推進に関する特別措置法」の
対象拡大 

固定資産税の住宅用地特例の基準の明確化及び
新築住宅に係る減税措置の見直し 
 

○ 京都市の空き家は約１１万４千戸。うち，市場に流通していな
い「その他の住宅」に該当する空き家が約４万５千戸を占める 

○ 空き家の流通・活用の促進には固定資産税の住宅用地特例（課
税標準額を１／６に減額）の適用除外が効果的だが，適用除外
の判断基準が具体的に示されておらず，「空き家であることの
み」をもって適用除外とならない 

⇒現在の仕組みでは，空き家の放置を助長してしまう！ 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 他方，新築された住宅については３年間から５年間，固定資産税
が２分の１に減額されるが，住宅ストックが量的に充足してい
る中，当該措置により新築住宅の需要が喚起されることで，結
果的に空き家の活用を阻害する一因となっていると考えられる 

 ⇒空き家の活用を促進する税制度への転換が必要！ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

  
 

 

 

 

 

 

 
 

   

  

 

 
 

 
 

 

 
 
 

 

 

長屋及び共同住宅の一部の空き住戸を空家特措法の対象とするよう
法改正が必要！ 

○ 長屋のうちの一戸が著しい管理不全状態であっても，他の住戸に
居住者がいる場合は，空家特措法の対象外であり，本市が通報
を受けた空き家のうち，約３０％が法の対象外 

要望 

現状・課題 

 悪 

要望 

 良 

現状・課題 現状・課題 

管
理
状
態 

・ 空家特措法による勧告を実施した空き家 

・ 著しい管理不全状態にある空き家 

 ⇒ 現行法上，住宅用地特例は適用除外 

要望 

 
多くの，一定の管理状態にある空き家 

⇒ 現行法上，住宅用地特例は適用 

現行法上，「居住の用に供される見込み」という主観的

な要素により適用除外の判断が求められるが，基準が不

明確であるため，ほとんどの空き家で住宅用地特例の適

用が継続される 
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